
（様式－１５）

総合評価方式について

１．企業の同種工事の施工実
績

入札説明書Ｐ．５（２）②企業
の同種工事の施工実績にお
いて「対象となる施工実績」の
発注機関は「国、都道府県、
東日本高速道路(株)、中日本
高速道路(株)、西日本高速道
路(株)、首都高速道路(株)、
阪神高速道路(株)、本州四国
連絡高速道路(株)」とあります
が、記入用紙である様式－８
の対象期間・対象機関等には
「平成２０年度から入札公告
日前日までに完成及び引渡
が完了した島根県発注工事」
とあります。評価の対象となる
発注機関はどちらでしょうか。

２．配置予定技術者の同種工
事の施工経験

入札説明書Ｐ．７（３）②配置
予定技術者の同種工事の施
工経験において「対象となる
施工経験」の発注機関は
「国、都道府県、東日本高速
道路(株)、中日本高速道路
(株)、西日本高速道路(株)、
首都高速道路(株)、阪神高速
道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)」とありますが、記入
用紙である様式－11の対象
期間・対象機関等には「平成
２０年度から入札公告日前日
までに完成及び引渡が完了
した島根県発注工事」とありま
す。評価の対象となる発注機
関はどちらでしょうか。

１．評価の対象機関は、入札説明書Ｐ．５（２）②が正しく、様式－８は誤り
であり、添付の訂正様式－８によって下さい。

２．評価の対象期間は、入札説明書Ｐ．７（３）②が正しく、様式－１１が誤
りであり、添付の訂正様式－１１によってください。

平成３１年　４月2６日

設計図書、技術資料作成に対する質問の回答書

記

入札公告日 平成31年4月16日

工事名

質問事項 回答

  平成３１年　４月23日付けでありました質問について下記のとおり回答します。

西郷大橋地区　県営ふるさと農道整備事業　本橋耐震補強工事



円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1)

① コリンズの「工事カルテ」もしくは「登録内容確認書」の写し。（いずれも竣工登録に限る。）
②

発注機関名

施工場所

工　　事　　名

施工実績（上表記載内容）全てが確認できるよう下表を参考に資料①～⑧を組み合せて提出すること。

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

受注形態

最終の見積参考資料（設計の変更回数が確認できる総括情報表と工事内訳表）。ただし、必ず当
初、変更を含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の
写し（資料⑤）を追加添付すること。

工事種別

企業体名：

契約上の工期

工事内容

１契約で橋長Ｌ＝２５０ｍ以上の鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含
む完成及び引き渡しが完了した工事

対象期間・対象機関等：

同 種 工 事 の 定 義 ：

平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事

施工実績① 施工実績②

工事種別：

建設工事の種類：

鋼橋上部工事

鋼構造物工事

建設工事の種類

（訂正様式－８）

評価項目（２）-②

工
事
概
要

工
事
名
称
等

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

形式

工事成績評定点

（コリンズ登録番号）

請負金額（最終・税込）

企業の同種工事の施工実績



③
④
⑤ 竣工検査済証の写し。
⑥

⑦

⑧

⑨ 施工実績として提出する工事の「工事種別」及び「建設工事の種類」が確認できる資料
資料①～⑨で確認できる内容

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○

※１：上表の「○」は資料で確認ができるもの、「△」は全ては確認できないもの。
※２：上表の資料②、③、④、⑤、⑥の「○」と「△」は、島根県発注工事の場合。

（参考）代表的な提出資料の組合せ

(2)
(3)
(4) 一般（経常）ＪＶについては、一般（経常）ＪＶとしての実績を記入すること。
(5) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

②、③、④、⑤
を必要に応じ
て追加添付

成績評定対象
外工事の場
合、⑧が必須
（島根県発注

施工実績が２回以上ある場合は、代表的なもの２回分の提出でよい。
特別（特定）ＪＶで施工した工事については、出資比率２０％以上の場合にのみ施工実績として認める。

①+③+④+⑦
①+③+⑤+⑥+⑦

パターン４
コリンズの竣工登録義務なし

最終の見積参考資料で工事概要が
確認可能。

②+③+④+⑨
②+③+⑤+⑥+⑨

最終の見積参考資料で工事概要が
確認できない。最終図面等を追加添
付。

②+③+④+⑦+⑨
②+③+⑤+⑥+⑦+⑨

パターン５
最終の見積参考資料等、必要な資
料が準備できない。

⑧
⑧+⑨

パターン名 条件１ 条件２ 提出資料の組合せ

パターン１

コリンズの竣工登録義務あり

コリンズのみで工事概要が確認可
能。

①+④
①+⑥

パターン２
コリンズのみで工事概要が確認でき
ない。最終の見積参考資料を追加添
付。

①+②+③+④
①+②+③+⑤+⑥

パターン３
コリンズのみで工事概要が確認でき
ない。最終図面等を追加添付。

○ ○工事成績評定点 ○

工事概要
○
or
△

○
or
△

○
or
△

○

工事種別、建設工事の種類

工
事
名
称
等

①のみ対象

発注者の証明書の写し。（上記資料①～⑦で確認できない記載内容（コリンズ登録番号を除く。）を
全て証明してあるもの。）

項目名

工事名
（コリンズ登録番号）
発注機関名
施工場所
請負金額（最終・税込）
工期
受注形態
特別（特定）JVの場合、出資比率

資料番号
備考

JV工事のみ対象

項目別評定点表。（島根県発注工事に限る。）

工事成績評定通知書の写し。ただし、工事成績評定対象外工事の場合は、「成績評定対象外」であ
る旨を「工事成績評定点」欄に記載すること。（島根県以外の発注工事は、成績評定対象外であるこ
とを確認するための発注者の証明書の写し（資料⑧）も追加添付すること。）
資料①または資料②のみでは同種工事の施工実績（工事概要）が確認できない場合は、確認でき
る資料（工事名と設計の変更回数が確認できる最終図面等）。ただし、必ず当初、変更を含む契約
書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の写し（資料⑤）を追加
添付すること。

当初、変更を含む契約書全ての写し。



配置予定技術者①用

①

円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1)

①
②

③
④

鋼構造物工事

工事種別

建設工事の種類

契約上の工期

従事期間

(以下、工事数量等を求めた場合)

（コリンズ登録番号）

施工場所

受注形態

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工事内容

従事時の役職

平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事

当初、変更を含む契約書全ての写し。
項目別評定点表。（島根県発注工事に限る。）

（訂正様式－１１）
評価項目（３）-②

配置予定技術者の同種工事の施工経験
企業体名：

工事種別：
建設工事の種類：

鋼橋上部工事

工事成績評定点

施工規模

施工経験（上表記載内容）全てが確認できるよう下表を参考に資料①～⑩を組み合せて提出するこ
と。

最終の見積参考資料（設計の変更回数が確認できる総括情報表と工事内訳表）。ただし、必
ず当初、変更を含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検
査済証の写し（資料⑤）＋技術者の従事期間が確認できる資料（資料⑧及び資料⑨）を追加
添付すること。

工
事
概
要

形式

コリンズの「工事カルテ」もしくは「登録内容確認書」の写し。（いずれも竣工登録に限る。）

工
事
名
称
等

請負金額（最終・税込）

施工経験① 施工経験②
配置予定技術者　氏名

対象期間・対象機関等：

同 種 工 事 の 定 義 ：

工　　事　　名

鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

発注機関名



⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

資料①～⑪で確認できる内容

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○
○ △ △ ○
○ △ △ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

※１：上表の「○」は資料で確認ができるもの、「△」は全ては確認できないもの。
※２：上表の資料②、③、④、⑤、⑥の「○」と「△」は、島根県発注工事の場合。

（参考）代表的な提出資料の組合せ

①+④
①+⑥
①+②+③+④
①+②+③+⑤+⑥

①+③+④+⑦
①+③+⑤+⑥+⑦

パターン１+⑧+⑨
パターン２+⑧+⑨
パターン３+⑧+⑨

⑧、⑨は両方必要

パターン２
コリンズのみで工事概要が確認
できない。最終の見積参考資料
を追加添付。

パターン３
コリンズのみで工事概要が確認
できない。最終図面等を追加添
付。

パターン４
上記パターン１～３のいずれか
に該当。

契約工期と技術者の
従事期間が異なる。

施工経験として提出する工事の「工事種別」および「建設工事の種類」が確認できる資料

竣工検査済証の写し。
工事成績評定通知書の写し。ただし、工事成績評定対象外工事の場合は、「成績評定対象
外」である旨を「工事成績評定点」欄に記載すること。（島根県以外の発注工事は、成績評定
対象外であることを確認するための発注者の証明書の写し（資料⑨）も追加添付すること。）
資料①または資料②のみでは同種工事の施工実績（工事概要）が確認できない場合は、確認
できる資料（工事名と設計の変更回数が確認できる最終図面等）。ただし、必ず当初、変更を
含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の写し
（資料⑤）を追加添付すること。
技術者の従事期間（始）と従事時の役職が確認できる資料（契約時の技術者が確認できるコリ
ンズの「工事カルテ受領書」もしくは「登録内容確認書」の写し等）。
技術者の従事期間（終）と従事時の役職が確認できる資料（最終の計画工程表兼工事履行報
告書等）。（発注者が押印した資料の写しに限る。）
発注者の証明書の写し。（上記資料①～⑨で確認できない記載内容（コリンズ登録番号を除
く。）を全て証明してあるもの。）

項目名

工
事
名
称
等

工事名
（コリンズ登録番号）
発注機関名
施工場所
請負金額（最終・税込）
工期

パターン名 条件１

○

工事概要
○
or
△

○
or
△

○
or
△

○

条件２ 条件３

①のみ対象

従事期間

工事成績評定点

提出資料の組合せ

パターン１

コリンズの
竣工登録
義務あり

コリンズのみで工事概要が確認
可能。

契約工期と技術者の
従事期間が同じ。

工事種別

②、③、④、⑤
を必要に応じ
て追加添付
成績評定対象外
工事の場合、⑩
が必須（島根県
発注工事以外）

⑧の場合、始期のみ

⑧、⑨は両方必要

備考

○

従事時の役職
受注形態
特別（特定）JVの場合、出資比率

○

建設工事の種類

資料番号

JV工事のみ対象



②+③+④+⑧+⑨+⑪
②+③+⑤+⑥+⑧+⑨+⑪
②+③+④+⑦+⑧+⑨+⑪

⑩
⑩+⑪
⑩
⑩+⑪

(2) 施工経験が３回以上ある場合は、代表的なもの３回分の提出でよい。
(3)

(4) 同種工事施工経験時の所属会社は問わない。（現在の所属会社以外のものも記載できる。）
(5)

(6) 一般（経常）ＪＶについては、一般（経常）ＪＶとしての実績を記入すること。
(7) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

最終の見積参考資料等、必要
な資料が準備できない。

技術者の従事期間
を確認できる資料が
準備できない。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場
合、審査は候補者のうち配置予定技術者の評価点合計が最も低い者で評価する。

特別（特定）ＪＶで施工した工事については、出資比率２０％以上の場合にのみ施工実績として認め
る。

パターン５

コリンズの
竣工登録
義務なし

最終の見積参考資料で工事概
要が確認可能。 技術者の従事期間

を確認できる資料の
追加添付が必要。パターン６

最終の見積参考資料で工事概
要が確認できない。最終図面等
を追加添付。

②+③+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑪

パターン７

パターン８



配置予定技術者②用

②

円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1) 注意事項は、配置予定技術者①用の技術資料を参照。

建設工事の種類

工
事
名
称
等

工　　事　　名

工事種別： 鋼橋上部工事
建設工事の種類： 鋼構造物工事

（コリンズ登録番号）

施工経験②

形式

施工経験①

契約上の工期

従事期間

施工規模
(以下、工事数量等を求めた場合)

発注機関名

工事種別

従事時の役職

配置予定技術者の同種工事の施工経験

（訂正様式－１１）
評価項目（３）-②

施工場所

受注形態

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工事成績評定点

工
事
概
要

請負金額（最終・税込）

配置予定技術者　氏名

企業体名：

鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

工事内容

対象期間・対象機関等：

同 種 工 事 の 定 義 ：

平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事



配置予定技術者③用

③

円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1) 注意事項は、配置予定技術者①用の技術資料を参照。

工事種別：

形式
工
事
概
要

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

企業体名：

従事時の役職

平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事

対象期間・対象機関等：

（コリンズ登録番号）

請負金額（最終・税込）

建設工事の種類：
鋼橋上部工事
鋼構造物工事

評価項目（３）-②

配置予定技術者　氏名

鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

工事内容 施工経験① 施工経験②

同 種 工 事 の 定 義 ：

工事種別

建設工事の種類

工　　事　　名

契約上の工期

工事成績評定点

施工場所

発注機関名

工
事
名
称
等

従事期間

受注形態

（訂正様式－１１）

配置予定技術者の同種工事の施工経験



配置予定技術者①用

①

円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1)

①
②

③
④

最終の見積参考資料（設計の変更回数が確認できる総括情報表と工事内訳表）。ただし、必
ず当初、変更を含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検
査済証の写し（資料⑤）＋技術者の従事期間が確認できる資料（資料⑧及び資料⑨）を追加
添付すること。
当初、変更を含む契約書全ての写し。
項目別評定点表。（島根県発注工事に限る。）

施工経験（上表記載内容）全てが確認できるよう下表を参考に資料①～⑩を組み合せて提出するこ
と。

コリンズの「工事カルテ」もしくは「登録内容確認書」の写し。（いずれも竣工登録に限る。）

工
事
概
要

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

形式

建設工事の種類

工事成績評定点

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工事種別

工
事
名
称
等

工　　事　　名

（コリンズ登録番号）

発注機関名

契約上の工期

従事期間

従事時の役職

受注形態

施工場所

請負金額（最終・税込）

工事内容 施工経験③

対象期間・対象機関等： 平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事

同 種 工 事 の 定 義 ： 鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

工事種別： 鋼橋上部工事

（訂正様式－１１）
評価項目（３）-②

配置予定技術者の同種工事の施工経験
企業体名：

建設工事の種類： 鋼構造物工事
配置予定技術者　氏名



⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

資料①～⑪で確認できる内容

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○
○ △ △ ○
○ △ △ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○

※１：上表の「○」は資料で確認ができるもの、「△」は全ては確認できないもの。
※２：上表の資料②、③、④、⑤、⑥の「○」と「△」は、島根県発注工事の場合。

（参考）代表的な提出資料の組合せ

①+④
①+⑥
①+②+③+④
①+②+③+⑤+⑥

①+③+④+⑦
①+③+⑤+⑥+⑦

パターン１+⑧+⑨
パターン２+⑧+⑨
パターン３+⑧+⑨

契約工期と技術者の
従事期間が異なる。

パターン１

コリンズの
竣工登録
義務あり

コリンズのみで工事概要が確認
可能。

契約工期と技術者の
従事期間が同じ。

パターン２
コリンズのみで工事概要が確認
できない。最終の見積参考資料
を追加添付。

パターン３
コリンズのみで工事概要が確認
できない。最終図面等を追加添
付。

パターン４
上記パターン１～３のいずれか
に該当。

工事成績評定点 ○

成績評定対象外
工事の場合、⑩
が必須（島根県
発注工事以外）

パターン名 条件１ 条件２ 条件３ 提出資料の組合せ

○ ○

建設工事の種類

工事概要
○
or
△

○
or
△

○
or
△

○
②、③、④、⑤
を必要に応じ
て追加添付

工事種別

工期 ⑧の場合、始期のみ

従事期間 ⑧、⑨は両方必要

従事時の役職 ⑧、⑨は両方必要

工
事
名
称
等

工事名
（コリンズ登録番号） ①のみ対象

発注機関名
施工場所
請負金額（最終・税込）

受注形態
特別（特定）JVの場合、出資比率 JV工事のみ対象

技術者の従事期間（始）と従事時の役職が確認できる資料（契約時の技術者が確認できるコリ
ンズの「工事カルテ受領書」もしくは「登録内容確認書」の写し等）。
技術者の従事期間（終）と従事時の役職が確認できる資料（最終の計画工程表兼工事履行報
告書等）。（発注者が押印した資料の写しに限る。）
発注者の証明書の写し。（上記資料①～⑨で確認できない記載内容（コリンズ登録番号を除
く。）を全て証明してあるもの。）
施工経験として提出する工事の「工事種別」および「建設工事の種類」が確認できる資料

項目名
資料番号

備考

竣工検査済証の写し。
工事成績評定通知書の写し。ただし、工事成績評定対象外工事の場合は、「成績評定対象
外」である旨を「工事成績評定点」欄に記載すること。（島根県以外の発注工事は、成績評定
対象外であることを確認するための発注者の証明書の写し（資料⑨）も追加添付すること。）
資料①または資料②のみでは同種工事の施工実績（工事概要）が確認できない場合は、確認
できる資料（工事名と設計の変更回数が確認できる最終図面等）。ただし、必ず当初、変更を
含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の写し
（資料⑤）を追加添付すること。



②+③+④+⑧+⑨+⑪
②+③+⑤+⑥+⑧+⑨+⑪
②+③+④+⑦+⑧+⑨+⑪

⑩
⑩+⑪
⑩
⑩+⑪

(2) 施工経験が３回以上ある場合は、代表的なもの３回分の提出でよい。
(3)

(4) 同種工事施工経験時の所属会社は問わない。（現在の所属会社以外のものも記載できる。）
(5)

(6) 一般（経常）ＪＶについては、一般（経常）ＪＶとしての実績を記入すること。
(7) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場
合、審査は候補者のうち配置予定技術者の評価点合計が最も低い者で評価する。

特別（特定）ＪＶで施工した工事については、出資比率２０％以上の場合にのみ施工実績として認め
る。

②+③+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑪

パターン７
最終の見積参考資料等、必要
な資料が準備できない。

パターン８
技術者の従事期間
を確認できる資料が
準備できない。

パターン５

コリンズの
竣工登録
義務なし

最終の見積参考資料で工事概
要が確認可能。 技術者の従事期間

を確認できる資料の
追加添付が必要。パターン６

最終の見積参考資料で工事概
要が確認できない。最終図面等
を追加添付。



配置予定技術者②用

②

円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1) 注意事項は、配置予定技術者①用の技術資料を参照。

工事成績評定点

工
事
概
要

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

形式

工事種別

建設工事の種類

受注形態

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工事内容 施工経験③

工
事
名
称
等

工　　事　　名

（コリンズ登録番号）

請負金額（最終・税込）

契約上の工期

従事期間

従事時の役職

発注機関名

施工場所

工事種別： 鋼橋上部工事
建設工事の種類： 鋼構造物工事

配置予定技術者　氏名

企業体名：

対象期間・対象機関等： 平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事

同 種 工 事 の 定 義 ： 鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

（訂正様式－１１）
評価項目（３）-②

配置予定技術者の同種工事の施工経験



配置予定技術者③用

③

円 円

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（始） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

（終） 平成 年 月 日 平成 年 月 日

% %

点 点

(1) 注意事項は、配置予定技術者①用の技術資料を参照。

工
事
概
要

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

形式

建設工事の種類

工事成績評定点

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工事種別

工
事
名
称
等

工　　事　　名

（コリンズ登録番号）

発注機関名

契約上の工期

従事期間

従事時の役職

受注形態

施工場所

請負金額（最終・税込）

建設工事の種類： 鋼構造物工事
配置予定技術者　氏名

工事内容 施工経験③

対象期間・対象機関等： 平成20年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した国、都道府
県（政令指定都市、公社を含む）、東日本高速道路(株)、中日本高速道路(株)、西
日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、阪神高速道路(株)、本州四国連絡高速
道路(株)の発注工事

同 種 工 事 の 定 義 ： 鋼橋における製作・架設又は補強・補修工事を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

工事種別： 鋼橋上部工事

（訂正様式－１１）
評価項目（３）-②

配置予定技術者の同種工事の施工経験
企業体名：



（様式－１５）

競争参加資格及び総合評価
における「工事種別」につい
て

１．本工事の参加資格及び総
合評価の同種工事実績の工
事種別として「鋼橋上部工事」
とありますが、添付のコリンズ
に登録しています工事（鋼橋
の補強・補修工事）、建設業
許可業種「鋼構造物工事」、
入札参加資格区分「鋼橋上
部工事」、工種「維持修繕工
事」は同種工事として認めら
れますでしょうか。
※発注業種は「鋼橋上部工
事」にて公告された案件であ
ります。
ご教授お願いいたします。

１．入札参加資格、総合評価の同種の工事として認めます。

平成３１年　４月26日

設計図書、技術資料作成に対する質問の回答書

記

入札公告日 平成31年4月16日

工事名

質問事項 回答

  平成３１年　４月24日付けでありました質問について下記のとおり回答します。

西郷大橋地区　県営ふるさと農道整備事業　本橋耐震補強工事



（様式－１５）

加算点（企業の優良工事表
彰）について

１．入札説明書　P6　より

「特別共同企業体の構成員
が、中国地方内の公共事業
において、企業として受けた
優良工事表彰（優良工事施
工団体表彰）の回数を評価す
る。島根県が行ったものにつ
いては、知事による優良工事
表彰、国土交通省中国地方
整備局が行ったものについて
は、整備局長による優良工事
施工団体表彰、または事務所
長による優良工事施工団体
表彰とする。」

と記載されてるため、中国地
方の国土交通省中国地方整
備局の表彰であれば島根県
以外の施工実績も加点対象
になると判断できますが、（様
式-9）には

「島根県内の公共事業におい
て、平成26年度から平成30年
度に、島根県及び中国地方
整備局発注工事で受けた優
良工事表彰」

と記載されており、島根県内
の国土交通省中国地方整備
局の表彰のみ加点対象にな
ると判断できます。中国地方
の国土交通省中国地方整備
局の表彰であれば島根県以
外の施工実績も加点対象とな
りますか。ご教示願います。

１．入札説明書Ｐ．６が正しく、様式－９が誤りです。
　　また、様式－１２も同様なことが言え、入札説明書Ｐ．７の内容が正し
く、様式-12は誤りです。
　いずれも、添付の訂正様式－９及び訂正様式－１２によって下さい。

平成３１年　４月26日

設計図書、技術資料作成に対する質問の回答書

記

入札公告日 平成31年4月16日

工事名

質問事項 回答

  平成３１年　４月2５日付けでありました質問について下記のとおり回答します。

西郷大橋地区　県営ふるさと農道整備事業　本橋耐震補強工事



対象となる年度・機関等：

(1)
(2) 工事の対象は、中国地方整備局及び島根県発注の工事とする。
(3)

(4) 「工事名の区分」欄は、「契約工事名」、「表彰状記載工事名」のいずれかを選択すること。
(5) 一般（経常）ＪＶについては、一般（経常）ＪＶとしての実績を記入すること。
(6) 表彰状の添付は不要である。
(7) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

表彰の対象は、国土交通省が行ったものについては中国地方整備局長表彰及び事務所長表彰、島根
県が行ったものについては知事表彰とする。

特別共同企業体構成員の受賞の合計が２回以上ある場合は、代表的なもの２回分の提出でよい。

　中国地方内の公共事業において、平成26年度から平成30年度に、島根県及び中国地方整備局発注工
事で受けた優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）

受賞年度 工事名の区分 工事名／工事種別／建設工事の種類特別共同企業体構成員の会社名 表彰者の区分

（訂正様式－９）

評価項目（２）-③

企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）
企業体名：

①

②



①

②

③

(1)

(2)

(3)
(4) 「工事名の区分」欄は、「契約工事名」、「表彰状記載工事名」のいずれかを選択すること。
(5) 表彰時点の所属会社は問わない。（現在の所属会社以外のものも記載できる。）
(6)

(7) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

工事名の区分

工事名

表彰の種類

受賞年度

工事名

配置予定技術者　氏名

工事種別

建設工事の種類

表彰の種類

工事名の区分

受賞年度

（訂正様式－１２）

評価項目（３）-③

配置予定技術者の優秀建設技術者表彰

配置予定技術者　氏名

企業体名：

　中国地方内の公共事業において、平成26年度から平成30年度に、島根県及
び中国地方整備局発注工事で主任（監理）技術者または現場代理人として受け
た優秀建設技術者表彰

対象となる年度・機関等：

工事種別：

建設工事の種類：

鋼橋上部工事

鋼構造物工事

工事名

配置予定技術者　氏名

工事名の区分

表彰の種類

工事種別

建設工事の種類

受賞年度

表彰状等の写しを添付すること。（特に島根県知事表彰該当工事の場合は、「技術者の表彰状」の
写しとともに「該当工事の表彰状」の写しの両方を添付すること。）。また、発注者から表彰実績に関
する資料が提示された場合は、その写しの添付でもよい。
表彰の受賞が２回以上ある場合は、代表的なもの２回分の提出でよい。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場
合、審査は候補者のうち配置予定技術者の評価点合計が最も低い者で評価する。

工事種別

建設工事の種類

受賞工事の「工事種別」および「建設工事の種類」を証明する資料（入札公告の写しorコリンズの写
し）を添付すること。


